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Abstract By the current stud児島 fewquantitative analyses of regional cooperation which is 

proposed at the Japan Comperhensive National Land Development Plan has been 

made. Various individual data are being used， in case of compared with the general 

character of regional cooperation. Therefore， we would like to make a proposal， the 

simple index which indicates the relationship of regional cooperation. 80， we tried 

to apply the method of sociometry to an evaluation of regional interchange. As the 

result of this study， it is丘pplicableto evaluate relationship of regional cooperation 
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1 はじめに

近年，国土計画，地域計画において地域の魅力や長所を

生かし，自立した地域づくりが求められており，交流。連

携による広域的な機能分担と相互補完によって，地域の個

性を保持しつつ，住みよい地域を創出することが重要視さ

れている盈また現在，地方行政の構造改革を目指して市町

村合併が進められており，地方における地域聞の交流@連

携が果たす役割は，今後より重要になると思われる.この

ため，地域連携の総合的特性を単純化された指標で示すこ

とにより，交流・連携の状況を的確に把握。評価する必要が

あると考えられる.本研究ではこのような視点から，地域

を構成する市町村集団全体の構成を，単純な指標で表現す

ることを目的に，モデル分析とケーススタディを行ったも

のである.

ないそこで本研究では，社会調査の分析手法の 1つで、あ

るソシオメトリーを用いてs 広域連携の市町村集団の構成

を抽出し，単純化したモデルで示すことにより 3 地域の交

流@連携特性の時間的・空間的比較や3 評価を容易に行うこ

とを目的として研究を進める.図-1に本研究の視点を示

す

地域連携の評価に関する従来の研究は主として施設の

広域的利用範囲，利用者数等の個別的指標によって行われ

ている.また総合的な指標としては 2地域間，または l地

域と他のすべての地域聞との交流の程度を示すものがあ

り，各種の社会経済指標をベースとした加工統計データに

よって分析されている.しかし，市町村の集団構成の全体

的特性自体を評価する総合的な指標についての研究は少
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図-1 本研究の視点、

2. 地域の交流園連携に関する従来の研究

交流回連携に関する従来の研究は，地域連携が地域経済

に果たす役割や3 現在行われている交流。連携の具体的内

容を記述したものが主体となっている.このうち我が国の

国土政策において，大都市への一極集中から国土の均衡を
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計るため国土軸・地域軸の概念と必要性を論じたものとし

て，矢田 1) 森J11 2) 3)，山形 4)などがある.交流・連携によ

る地域圏の再編成や，地域軸を構成することによる地域に

与える効果。影響を考察したものとして，秋元 5) 富田 6)

青山 7)などがある.交通整備により地域聞の交流・連携が

可能となることが地域構造に及ぼす効率を考察したもの

として中川ら 8) などがある.国土軸・地域軸内における交

通所要時間を比較することで，国土を均衡に利用するため

に交通網の整備改善案を考察したものに，奥山ら 9)円 宮

城ら川などがある.次に，国土軸，地域軸を形成するた

めの取り組みとして 9 地域の交流・連携の必要性を考察し

たものに 3 伊藤 12) 板倉 ωなどがある.現在行われてい

る交流 a連携の具体的事例については3 黍嶋 14) 青木 15)

平津 16) などがある.また，青山ら 17) によって我が国にお

ける交流@連携の経過p 内容，交流・連携に関する研究の分

類がなされている.交流・連携の分析に関する従来の研究

を整理すれば以下のようである.

(1)交流量，交流水準の分析

(2)交流機会の分析

(3)交流ポテンシャルの分析

(4)交流ポテンシヤノレと地域指標の関連性の分析

(5)交流量と産業構造との関連性の分析

(6) 地域間交流と人口移動との関連性の分析

(7)交通条件と交流水準との関連性の分析

(8)施設の機能・規模と交流水準との関連性に関する分析

以上のように交流ー連携の分析に関する従来の研究にお

いてはp 特定の対象地域における個別的な交流。連携特性

の研究が主体であり，交流g連携に対する意識調査や施設

の広域的利用範囲，利用者数等の個別的データ，またはそ

れらを総合化したデータによって分析が行われている.

3園 地域特性に関する従来の分析手法

3 .， 地域特性に関する分析モデル 18) 19) 20) 21) 22) 

交流・連携の分析のための基礎的なモデルには以下のよ

うなものがある.

(1)地域特性の分析モデ、ノレ

i )地域分布の測度分析(人口分布モデ、ル，集中度，集

中指数，近接度など)

並)地域特性の測度分布(産業構成比，特化係数，地域

差指数など)

vi)地域総合指標(地域指標の表示方法3 個別指標の総

合化など)

vii)多指標の組合せによる地域分類(ウェーパ}法など)

(2)地域間相互作用モデル

i )地域間人口移動モデ、ノレ

五)移動選択指数モデ、/レ

温)交流率モデル

iv)移動効果指数モデル

(3)空間相互作用モデル

i )重力モデル

並)ポテンシャルモデル

iii)ハフモデ、/レ

iv) ロ}リーモデル

(4)ネットワークモデル

i )ネットワークの密度モデ、ル

垣)ネットワークの連結モデル

温)ネットワーク構造の指数化モデル

以上に示すようにB 交流・連携に関する分析モデ、ノレは数

多くあるが，地域の交流・連携の全体的特性を理解するこ

とは困難である.そこで，本研究では，まず従来の研究に

よる分析モデ、ノレのうちから代表的なものを取り上げ，日常

的活動である通勤・通学行動を中心に，各市町村の特性，

地域間相互作用，空間相互作用により市町村相互の交流・

連携の程度を示す.次に，ソシオメトリーの分析より市町

村集団の構成を抽出し，集団特性の指標から時間的変化を

比較することによって，地域の交流・連携に関する総合的

特性について考察し，集団の連携指標の有用性を確かめる

こととする.

3'1 .， 地域特性による分析

各地域において時間的変化にともなド常住人口，通勤・

通学移動量は増加・減少し，地域構造の特性も変化する.こ

れを，通勤・通学者における人口移動量により時間的に比

較することで，人口における地域特性を分析する園

次に，産業の相対特性より，産業構造の地域的な特性を

把握することで他の地域との相対的な関係において，産業

構造がどのように集中しているか，また，対象地域におけ

る産業の役割を示すことができる.

B
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b

一
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温)地域分類と地域区分(都市の規模分類，都市の産業 ここで，bkj 地域jにおける産業部門 kの従業者数

機能分類など) ~比較対象地域における産業部門 k の従業者数

iv)都市の中心性の分析(昼夜間人口比率，産業別人口 1: bkj :地域Jにおける総従業者数

構成比など) 1: Bk :比較対象地域における総従業者数

v)地域経済の分析 (BN分析3 地域開産業連関分析など)
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ソシオメトリーとは，様々な社会現象を数量的に測定・

記述する手法であり，一般的には対象とする 1つの集団に

ついて，調査した結果から集団の構成を分析することにも

…③ ちいられる.そこで本研究では，市町村をそれぞれ Iつの

構成単位，市町村の集まりを lつの集団と考え，地域連携

の構成を把握するとともに，地域連携の特性を指標化する

ことによって，広域地域における交流@連携の特性の変化

を比較・評価する.

また，相対特性値 Qkjが 1であれば，産業部門 kは，地

域jと比較対象地域とにおいて同程度のウエイトを持って

いることになる.産業部門 kの当該地域におけるウエイト

が 1以上ならば対象地域において占めている比率を上回

っており 1未満ならば下回っていることを表している.

3・1-2 地域間相互作用による分析

各部分地域聞には人口移動，物資輸送，自動車交通，通

信，商業取引，情報交換，文化の伝播などの移動がなされ

ている.このような部分地域聞における事象の相互関係や

作用力が地域間相互作用である.

地域間相互作用から， 2地域間での交流・連携の程度を指

標で示すことにより 3 地域間交流の現状や時間的比較の分

析を行う.

( 1)移動率による分析手法

移動の対象地域を構成する部分地域は，その規模やその

他の地域特性において必ずしも同一ではなく，異なること

が多い.従って， 2つの部分地域において同一期間につい

ての流入量(または流出量)が同一であるといっても， 2 

つの地域に与える移動の相対的な作用力は必ずしも同ー

とは限らない.この相対的な作用力示す指擦が“移動率"

である.

一般に，地域 iにおける移動率向は式①で表される.

m，，=竺Lxl00
~ p; -② 

ここで， Mv 地域 Iから地域 jへの移動量

Pi ・地域 zの通勤・通学人口

式②において，M;が流入量のときは“流入率" Mが流

出量のときは“流出率"である.

(2)移動選択指数による分析手法

地域聞における人口移動流の相手先に与える強さは，出

発地と到着地それぞれの人口の規模に応じて大きく影響

を受ける.そこで，移動選択指数は特定地域聞における移

動がそれぞれの人口の規模に応じて，発生したと仮定して

得られる移動期待数と実際の移動数の比によって，移動の

選択性を把握するものである.移動選択指数Iを式③で示

す.
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ここで，Mij:iからjへの移動量

P;: i地域の人口

Fう:i地域の人口

3圃 1“3 空間相互作用による分析

地域間の交流・移動は地域開の距離の増大に伴って減衰

する傾向が見られる.これは，出発地と目的地との聞の距

離が大きいほど，距離の抵抗が大きくなり，そのため交流・

移動の距離が大きくなると，交流・移動の度合いが小さく

なる.この地域聞の交流と距離の関係を表すものが，空間

相互作用モデルである.

(1)重力モデル

空間相互作用モデルとしては代表的なものとして重力

モデ、ノレがあり，その一般式は式④で表される.

7κ 
w
w
j
r
-

WI
一既

wwv 
-・・④

ここで， wij空間相互作用カ

Wi 地域 Iの通勤。通学人口

Wj 地域jの通勤・通学人口

Dij 地域 Iと地域jの地域間距離

t7，k :地域事象固有の係数

(2)ハフモデル

現在、交通基盤の整備により日常的な生活行動範囲は拡

大している。また、日常的な買い物行動も例外ではない。

そこでハフモデルにより地域間の移動可能な圏域を買い

物行動により求める。ハフモデ、ノレの一般式は式⑤で表され

る。

Sj 

r 
Pij=ー」石一

エザ
-⑤ 

ここで、今 小売業中心地 j における売場面積

町 I から j までの交通所要時間

P!/ 1の平均的消費者が j を訪れる確率

なお、 LPij=1である。

4.ソシオメトリーによる集圏構造的分析モデル
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4・1 集団構造の分析手法制 24)

集団構造分析によって，対象地域における連携の状況を
C=R+R'+l -・・③

集約的に示すことができる.また9 集団相互の隣接性，到 ここに，R'はRの行と列を入れ替えた行列である.

団 Giから集団 Gjに交流があるものとして Gij=lで表し，

…@ 行列A*(凝縮行列)で示す.

(v温)凝縮交流グラフ

瀧縮行列 A*を交流グラフにしたものを凝縮交流グラフ

D*で表す.これにより，対象地域における地域集団聞の交

流の状況を示すことができる.

4・2 集団特性の指標化 24)25) 26) 

集団構造分析から抽出された各集団において，交流・連

達可能性など，いくつかの構造概念をモデル的に表現する

ことにより，集団の構造および集団相互間の関係に関する

情報を引き出すことができる園

集団構造分析の手順を(i) ~ (v量)に示す.

( i )移動マトリクス表

地域間の移動関係を整理するために，通勤・通学者の出

発地と到着地を組み合わせた移動マトリクス表を作成す

る.

(孟)総移動率

移動マトリクス表より式⑤によって地域Viから地域Vj

への総移動率を求める.

M
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ここで，mtij 総移動率

Mij 地域 Iから地域 jへの移動量

~， 地域 jから地域 1への移動量

P， 地域 Iの通勤・通学人口

(温)隣接行列

(証)総移動率より，移動率が 5%以上なら Viから Vj

へ交流があるものとして Vij=lを行列に記入し，総移動率

5%未満であれば地域Viから地域Vjへ交流がないものとし

てVij=Oを行列に記入する.これにより，対象地域の交流

を行列A (隣接行列)で表す.

(iv )交流グラフ

隣接行列Aから地域 iと地域jにおいて， Vij=lであれ

ば地域 iから地域jを定向線で結ぶことにより，対象地域

の地域間交流の状況を示す交流グラフを作成する.

(v)到達行列

地域 V;iJミら地域 Vjへ到達可能か否かを，行列R(到達

行列)で表す.行列Rは隣接行列dを用いて，式⑦で求め

る.

R=(I+A+A2+・・・+An)#= (I+Atギ

ここに，1 :単位行列#ブーノレ算法

行列 Rにおいて成分 rijが 1ならば地域 Viから地域 Vj

-・・⑦

2)到達行列Rの成分町と rjiがともに 0のとき，

c=o …⑨ 

式③，式⑨より求めた地域 Viから地域 Vjの連結成分

らにおいて，Cijが 3ならば強連結，2ならば一方連結， 0 

ならば非連結を示している.また，連結行列 Cより強連結

成分の集合を集団 Gとすることで，地域集団を求めること

ができる.

(吋)凝縮行列

連結行列から求めた集団 G において，集団 Giを構成す

る地域Vから集団 Gjに 1本でも定向線が存在すれば，集

携の状況を次の指標によって示す.

(1) 間違さの指標

市町村の平均的な選択対象数が大であるならば，通勤・

通学者の移動範囲が広く，地域全体の交流性が高いと考え，

これを時間的@空間的な比較に使用する.

le= ICv e=一一一一一
N 

-・・⑮

ここで，Ie 閥達さの指標

N:対象地域 Gの市町村数

Gv:市町村Vの選択数の総数

(2)凝集性の指標

一つの地域内で、市町村相互の選択が多ければ，地域がよ

り緊密に結びついて一体性が高いと考えられる.

一 2mCf!
し0=一一一一--一一

N(N -1) 
-・・⑪

へ交流可能であり， rijが 0ならば交流がないことを示して ここで，Co 凝集性の指標

mCg :地域gにおける相互選択数いる.

(vi )連結行列

地域 Vi7Pら地域 Vjの連結性を示した行列を行列 C (連 5.研究対象地域におけるケーススタディ

結行列)で表す.連結行列 Cは到達行列 Rを用いて，以

下により求める 5・1 研究対象地域

1) 到達行列 R の成分 rijと rjiにおいて，どちらか一方 以上の手法の適用性に関するケーススタディを行うこ

でも 1のとき， とし，対象地域としては，地域の形態，交通網の構成が単
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純であり，交流 e連携の状況の把握，年代変化の比較がし

やすいため北陸三県(富山県，石川県，福井県)をモデ、ノレ

的に取り上げた.また，周辺の県(新潟県，長野県，岐阜

県，滋賀県，京都府)は，通勤・通学において交流が見ら

れるものの，全体的に移動の割合が少ないため，研究対象

地域は北陸 3県のみで分析を進めることとする.
主与

a‘ 
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地域間相互作用による分析

本研究では対象地域における市町村別通勤・通学者の出

発地・目的地による移動マトリクス表(表一2) を作成し，

前述の各モデルによる分析を行う.表 2の行は地域 iか

ら地域jへの流入数、列は地域 lから地域jへの流出数を

表している。
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流入・流出人口の関係と年代変化
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図 2

製置書

(b)入善町

製造業

産業構造の相対特性

(c)舟橋村

(a)富山市

平動産寒

図-3

5・2・2

従来の手法による分析

本研究では，先ず交流・連携に関する従来の手法による

ケーススタディとして地域特性，地域間相互作用，空間相

E作用について， 日常生活行動である通勤・通学者の移動

の視点から，北陸 3県の各市町村聞の交流・連携の状況を

分析した.

使用データは国勢調査の 1985年と 1995年の通勤・通学

人口とした.

地域特性の分析

表一1は北陸 3県の各県において常住人口，通勤・通学者

数，従業者数，流入者数，流出者数の 1985年から 1995年

の変化を示したものである.また，図一2は富山県の各市

町村を例に取り上げ，流入人口と流出人口の関係と年代変

化を示したものである.

次に図-3 (a) ， (b) ， (c)は 1985年と 1995年の産業

の相対特性(式①)を求め，産業構成の代表的な市町村(そ

れぞれ富山市，入善町，舟橋村)を例に取り上げ図に示し

たものである.

表-1より，北陸 3県において，人口が増加した市町村

数を見ると， 3県とも流入・流出人口が増えた市町村が多い

ことがわかる.また，富山県，福井県と比べ石川県に通勤。

通学人口の増加が目立っている.図 2から各市町村では

流出量より流入量が多い地域は一部の地域に限られてい

る.図 3より，富山市は三次産業を中心にバランスの取れ

た構造となっているが，入善町，舟橋村の様な町村では特

定の産業に偏りが見られた.また，北陸 3県において平均

的に県庁所在地の周辺地域は二次産業，その周りは一次産

業の相対特性が高くなる傾向が見られた.

5・2

5・2・1

北陸三県における人口変化表-1

通勤。通学者の移動マトリクス表 (1995年)

地域z

地方名 富山市 高岡市 新湊市 魚津市 氷見市 滑川市 勝山市 鯖江市

富山市 ~ 医)31 2769 2飽1 1例6 4812 。。
高岡市 3210 ~ 特M 7臼 87SO 126 。。
新渡市 1832 4鋭淘 ~ 25 飽1 41 ... C 。
魚津市 1お4 84 241 ~、 01 1939 C 。
氷見市 112 11制 92 。~ 0 ・ C 。
滑川市 1912 39 26 捌 3 ~~ C 。

， ~ 

勝山市 。。 。。0 … ~ 12 
鯖江市 。。。。。0 ・・ 46三〉
地域J 単位(人)

表-2------常住人口
通勤・通学 当地の従業 当地への 当地からの

人口 修学人口 流入人口 流出人口

全国 増加率(弘) 3.66 8.83 8.83 25.19 25.19 
増加率(覧) 0.42 5.53 5.64 28.30 27目41

富山県 増加市町村数 12 20 21 34 33 
減少市町村数 23 15 14 2 
増加率(百) 2.42 8.55 8.92 36.46 42.11 

石川県 増加市町村数 14 20 18 39 37 
減少市町村数 27 21 23 2 4 
地加率(国) 0.98 4.45 4.74 27.30 25.63 

福井県 増加市町村数 14 20 18 32 32 

」ーー・
濃少市町村数 21 15 17 3 3 
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表-2より移動率(式②)を求める.これにより，通勤ー

通学者において2地域聞の移動流の相対的な強さを示すこ

とができ，地域聞の交流。連携の状況を把握することが可

能である.図-4は北陸 3県各市町村の通勤・通学における

移動の状況を示したものである園

次に移動選択指数(式③)を求める.これは地域 1から

地域jへの移動選択性を示すものであり，対象地域におけ

る通勤・通学者の移動範囲を知ることができる.図 5 (a)， 

(b)は例として 1985年の金沢市3 輪島市の移動選択性を

示したものである.

図-4より，北陸 3県において流出の割合が高い市町村

が多いことがわかる.また，流入超過地域は県庁所在地や

県の主要な市で、あった.

次に図-5より，金沢市は産業・地理的にも北陸 3県の

中心であり，移動選択数が多く，広域的な移動が行われて

いる事が知られる.一方，輪島市は半島に位置しており，

周辺市町村を中心に選択性が高くなっている.これより 3

地域によって移動範囲に違いがあることがわかる
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図 4 流入率流出率の関係を示す散布図 (1985年)

20.0 60.0 

5・2・3 空間相互作用による分析

地域聞の人口移動量と距離の関係について重力モデル

(式④)をもちいて地域間作用力の分析を行う.本研究で

は地域間移動量は表一2の移動マトリクス表，地域間距離

は各市町村の市役所，役場聞の距離により分析を行った.

図 6は1985年の北睦3県の地域事象固有の定数を算出し，

式④より算出した地域間作用力と地域間距離の関係を示

したものである.

次に小売業販売額と地域聞の移動時間の関係について

ハフモデル(式⑤)をもちいて地域間作用力の分析を行う.

従来ハフモデルの分析では売場面積がもちいられるが，本

研究では小売業販売額をもちい，また，地域間の移動所要

時間は各市町村の市役所，役場開の平均所要時聞をもちい

口 -10 

圏 10 - 100 

圏 100 ..... 1000 

関 1000 ..... 

(a)金沢市

(b)輪島市

図 5 金沢市と輪島市の移動選択性 (1985年)

7000 
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央 50∞
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E 
官雪量事 30∞ 

2000 

oi 。 20 40 

Ii 1985年

ロ1995年

高岡市

置

60 80 100 120 140 160 

地域間距離 (km)

図-6 地域間距離と作用力の関係図(富山市の例)

て分析を行った.図 7 (呂)， (b)は例として 1985年の金

沢市と輪島市の結果を図に示したものであり，自市町村か

ら他市町村を選択する確率を表している.

図 6より，地域間作用力が大きい地域は地域間距離が

20km以内の地域であり，また，金沢市，福井市では地域間

距離に対して地域間作用力が他市町村より高い値である

ことがわかる.しかし，作用力に大きな差が見られること

から，重力モデルでは地域の通勤・通学人口の規模の影響



ソシオメトリ による地域連携特性の評価指標に関する研究 145 

を受けるため，実際の移動量に比べ差がある結果となって

いるものと考えられる.

図一7より，金沢市において選択確率は自市が高く，他

市町村の選択確率は各県の主要都市であり 3 低い値となっ

ている固またp 輪島市では各県の県庁所在地の選択確率が

高く，他市町村の選択数が多い.これよりハフモデルでは

自市町村，各県の県庁所在地の選択確率が高い値となり，

地域によって選択の状況に違いがあることがわかる.

1%..... 5~色

圏 5%-10枯

盛 '0帖~

(a)金沢市から他市町村を選択する確率

(b)輪島市から多市町村を選択する確率

図-7 ハフモデ、ノレによる地域の選択性 (1985年)

5・3 ソシオメトリーによる連携特性の分析

本研究では市町村を 1つの構成単位と考え，通勤・通学

行動のソシオメトリーによる集団構造分析から市町村集

団の地域連携の構成を把握するとともに，地域連携の特性

に関する指標を求め，交流・連携の時間的・空間的変化を比

較・評価する.

5・3冒 1 市町村の集圏構造分析

本研究では通勤・通学者の地域間移動から市町村集団の

構造的特性を抽出する目的で分析を行った.

ここでは北陸3県の全市町村について集団構造分析の手

順(i) ~ (v量)より，市町村集団を抽出し， 1985年と

1995年の集団構成の変化を比較する.表-3，表 4は 1985

年と 1995年の集団構成の結果であり， 3市町村以上の集団

を示したものである.また，図-8 (a)， (b) はそれぞれ

1985年の集団 Gll (大門町，大島町)， G13> G[4>と 1995年

の集団 G7を例に取り上げ，市町村の交流の変化を図に示し

たものである.次に，図 9 (a)， (b) はそれぞれ集団構

造分析の結呆の 1985年と 1995年の凝縮交流グラフである園

表 3 北陸 3県の集団構成 (1985年)

属都市、骨量津市、滑川市、 G" 高松町、七塚町、字ノ抵町
G， 

上市町、立山町 金沢市、松任市、鶴来町、

高岡市、新湊市、氷見市、
G" 野々市町

G" 小杉町 小松布、加賀市、山中町、
G" 根よ町、寺井町、辰口町砺波市、小矢部市、

G" 域蛸町、庄 JII町、井波町、
G" 

福井市、鯖江市、武生市、
福野町‘福光町、福岡町 今立町

G" 
議淵市、穴水町.能都町、

G" 
ニ園町、芦原町、金津町、

柳田村、向浦町 丸岡町、春江町、塩井町

G" 
七尾市、田鶴浜町、 G" 宮崎材、越前町、織田町

中島町 G" 敦賀市、二方町、奨浜町

G" 
羽咋市、志雄町、志賀町、

G日
小浜市、上中町、高浪町、

押水町 大飯町

表 4 北陸3県の集団構成 (1995年)

富山市、黒部市、魚津市、 G16 金沢市、松任市、豊富来町、

滑川市、上市町、立山町 野々市町

G， 宇奈月町、入善町、 小松市、加賀市、山中町、
朝日町、大沢野町、

G"  議上町、寺井町、辰口町、
八尾町、婦中町 長川町

高岡市、新湊市、氷見市、
G"  

福井市、鯖江市、武生市、

砺波市、小矢部市、 今立町

G7 大門町、大島町、小杉町、 z 閤固丁、芦原町、
城端町、庄川町、井波町、 G30 金津町、丸岡町、
福野町、福光町、福岡町 春江町、坂井長

珠洲市、七尾市、羽咋市、
G34 宮崎村、綾田町、越前町

穴水町、能都町、柳回村、

肉浦町、属鹿町、鹿島田T、
G'4 鹿西町、中島町、富来町、 敦賀市、小浜市、三方町、

国車高浜町、宇ノ気町、 G3. 義浜町、上中町、
志雄町、志賀町、押水町、 高浜町、大飯町
高松町、七塚町、津幡町

(a) 1985年

(b) 1995年

2高岡市， 3:新湊市， 5氷見市， 8:砺波市， 9:小矢部市， 22小杉町， 23:大内町， 25:大島町，

26城端町，，o:EIo川町， 31井波町， 33・福野町， 34福光町， 35福岡町

一一一一一一一一歩集団内の市町村幼ミらjへの交流線

一一一+集団Giからqへの交流線

----一骨 1985年から1995年にかけて市町村Iからjへ増加した交流線

図-8 集団構造分析による交流グラフ
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(b) 1995年

図 9 北陸 3県の凝縮交流グラフ

以下を 0とウエイト付けをし3 地域集団 Gl，G2，…， Gn 

について闇達さと凝集性の指標化を行う.闇達さは Gnに

おける Vijのウエイトを Cvとし，式⑩より求め，碇集性は

Gnについて VijとVjiがともに交流があれば相互選択対と

して対の数を求め 3 ウエイト付けしたものを mCgとして

式⑪より求める.表-5は集団構造分析より抽出した 1985

年と 1995年の 3市以上の集団について連携特性を求めた

結果を示したものである

表-5より地域集団の特性を 1985年と 1995年について

比較すると，闇達さは平均的に大きな値となっており，通

勤図通学における移動範囲が広がったことを示している.

これに対し凝集性は小さくなっているが，このことは地域

集団内での相互選択関係にある市町村が少なくなったと

考えられる.次に各集団を見ると，闘達さが最も高い値を

示した市町村集団は 1985年， 1995年においてそれぞれ

図-8 (a) の G14，(b) の G7であった.これは 1985年の

G11， G13， G14が 1995年では G13から G11，G14へ交流線

が増えたことで 3つの集団が 1つの集団 G7になり，各市

町村の移動可能性が高くなったためである しかし，集団

を構成する市町村数が増加したことで，市町村聞の相互交

流の割合が少なくなり凝集性は低い値となっている.

凝集A性について見てみると ，1985年で高い値を示してい

る集団は G5Gの敦賀市，三方町，美浜町であり， 1995年で

は福井市を中心とした集団 G24であった.これらはともに

福井県内の集団であり，富山県，石川県に比べ福井県は集

囲内の地域聞の相互交流が多いといえる.

集団構造分析の結果，表-3，表-4，図-8から 1つ また，闇達色凝集性とも均等な値を示した地域は 1985

の市町村集団の構成数が増加している.これより，北陸 3

県の通勤・通学移動において， 10年間で市町村問の交流・

連携が広域で行われるようになってきていることがわか

る， 次に図 9より， 1985年では集団 G4，G31， G40， 1995 

年では集団 Gl，G16， G24はそれぞれ各県の県庁所在地を

中心とした集団であり，他の集団から集まってきているこ

とから，北陸 3県では通勤・通学において県庁所在地への

依存が大きい傾向に変わりがないことがわかる.しかし，

集団数は 1985年では 57個， 1995年では 39個となり減少

している.次に各県別に見ると富山県，石川県は集団構成

に大きな変化が見られるが，福井県は 10年間であまり変

化が見られなかったまた，県境を越えた交流・連携は 1985

年では 3集団， 1995年では 2集団しか見られず，北陸 3

県において，通勤・通学移動は県内を中心に行われている

ことがわかる.

5且 3.2 市町村集団の連長特性の指標

以上の集団構造分析より抽出した市町村集団それぞれ

について連携特性の指標化を行う.

移動マトリクス表より求めた総移動率において， 10.0% 

以上を 2，1. 0%~10. 0%を 1，0固 1%~1. 0%を0.5，0.1% 

年では金沢市を中心とする集団 G32の地域， 1995年では三

国町，芦原町などの集団 G30であった.

以上より，集団を構成する市町村数が増えており，各市

町村の通勤・通学者の移動範囲は拡大しているが，相互交

流ではなく特定地域に移動が集中する傾向があることが

わかる.

表 5 地域特性指標の時間的変化

1985年 1995年

グループ名 関連さ 凝集性 グループ名 隠遼さ 凝集性

G， 4.40 1.10 G， 9.54 0.86 

G'3 4.13 1.38 G7 11.86 0.90 
G14 7.31 1.04 G14 9.08 0.47 

G20 4.10 1.03 G'6 4.75 1.58 

G23，28 2.67 1.33 GI7 6.07 1.01 

G27 3.38 1.13 G24 4.63 1.54 

G31 4.50 1.50 G30 6.50 1.30 

G32 4.67 0.93 G34 2.00 1.00 

G40 4.38 1.46 G38 6.50 1.08 

G46 5.83 1.17 HI85年
4.81 1.24 

G日 2.33 1.17 平均

G55 3.00 1.56 1君事5年
6.11 1.08 

G56 3.63 1.29 平均
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5.従来の手法とソシオメトリーによる分析の考察 市町村集団全体の交流・連携の状況を単純化したモデノレで

示すことができ，交流・連携に関する集団的特徴や時間的・

本研究では地域連携の評価手法として，従来の手法によ 空間的変化を，容易に比較することが可能である.

る分析とソシオメトリーによる分析を行い，交流・連携に

関する指標について比較を行った.以下にそれぞれの分析

結呆を考察する.

(1) 交流・連携に関する従来の手法による分析

従来の交流・連携に関するケーススタディとして，北陸 3

県を対象とした分析結果からは，通勤・通学移動に関して

各県の県庁所在地など特定地域に向かつて移動が行われ

ていることが知られた.また， 10年間で通勤・通学者数，

移動量の増大が見られたため，各地域聞の移動が容易にな

ってきていると考えられる.また，地域間相互作用，空間

相互作用より，移動マトリクス表をもちいて通勤・通学者

による各市町村聞の交流・連携の状況，程度を分析した結

果，各地域間の移動の程度，移動の方向性を知ることがで

き， 2地域間相互の交流。連携の状況を比較することが可能

であった.また，空間相互作用では地域間距離を考慮に入

れるため，地域開相互作用より地域間移動の効率性を示す

ことができた.

(2) ソシオメトリーによる分析

集団構造分析を行うことで，通勤・通学移動における交

流・連携の状況を集約的に示すことができ，市町村の広域

的集団の抽出が可能であることが知られた.北陸 3県にお

いては， 10年間で通勤・通学の移動が広域になり自市町村

から他市町村への移動可能範囲が広くなっていた.また，

各市町村から県庁所在地など特定地域への集中の状況を

知ることができ，市町村集団を決定することで北陸 3県の

広域的な交流・連携の状況を示すことができた.

集団の連携特性の指標化を行い，地域集団の時間的・空

間的変化を知ることで，各地域集団の交流・連携の状況，

程度を総体的に比較することが可能となる.北陸 3県の 10

年間の変化を見ると，集団移動性を示す閥達さでは値が高

くなり，緊密性を示す疑集性では値が低くなったことから，

市町村集団内において通勤・通学者の移動範囲が広がった

のに対して，集団を構成する市町村聞の相互交流数の割合

が減少したことを知ることができた.このことよりソシオ

メトリ による地域特性の指標をもちいることで，集団の

交流・連携の程度の比較が可能で、あると考えられる.

以上， (1)， (2)より交流・連携に関する従来の手法では

交流・連携の状況を，地域 iと地域jの 2地域開の関係で表

現するものである このため，特定の地域間相互の交流・

連携の状況の比較をすることは可能であるが，複数の地域

の交流・連携の状況を全体的に示すには，地域の規模によ

って指標の大きさが異なるため困難と思われる.しかし，

ソシオメトリーをもちいた地域の交流・連携の分析では，

各市町村相互の交流・連携の程度を示すことはできないが，

1. まとめ

本研究では地域連携の評価指標に関する研究として，ソ

シオメトリーによる分析手法を提案し，北陸 3県のケース

スタディによって有効性を確かめた.その結果を以下にま

とめる.

(1)ソシオメトリーによる地域集団の連携特性の分析は，

地域集団を構成する市町村群の抽出と，交流・連携の総

合的特性の指標化によって，交流・連携の状況の変化

の全体的な把握・評価を可能にすることが示された.

(2) ソシオメトリーによる地域連携の評価手法を，北陸 3

県に適用したケーススタデ、イの結果から， 1985年と

1995年の交流・連携の状況を比較すると，対象市町村の

集団構成の広域化，闘達さの増大等の指標の変化から，

市町村集団の空間的特性が，交流・連携を増進させる方

向で変化していることが計量的に示された.

今後の研究課題

本研究により，地域の市町村集団の交流・連携特性を単

純化したモデルで示し，時間的園空間的比較をすることに

より，各地域の市町村集団の交流・連携の全体的特性の変

化を把握・評価すことが可能となった.今後，他の多数の

地域についても分析を行って，ソシオメトリーによる連携

特性の評価の効果を確かめるとともに，地域の市町村集団

の特性と産業構造や交通網の整備状況などとの関連性に

ついても分析する必要があると考えられる.
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